
「佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会

議」総会を開催しました

「金を中心とする佐渡鉱山の遺産群」の世

界文化遺産登録の早期実現に向けて、佐渡金

銀山世界遺産登録推進県民会議の総会が花角

知事出席のもと、６月２日に朱鷺メッセで開

催されました。県民会議は官民一体の県民運

動を展開していくため平成26年度に設立され、

現在1,252団体の会員で構成されています。

総会では、現状の認識共有及び気運の醸成

を図ることを目的として、登録に向けた現状

や署名活動についての報告が行われました。

総会後半では、佐渡金銀山世界文化遺産学

術委員会委員を務める西村 幸夫氏より「世界

文化遺産の思想

と近年の登録状

況」をテーマに

記念講演が行わ

れました。

【県民会議総会の様子】

昨年１月より募集している署名は、５月末

時点で約73,000筆をお寄せいただいています

が、県民会議では国内推薦実現まで更に多く

の方から署名をいただきたいと考えておりま

すので、引き続き御協力をお願いします。

※署名は公式HP（http://sado-goldmine.jp）から

可能です。

「成年年齢引き下げへの対応に関する

研修会」を開催しました

６月５日に県立教育センターで「成年年齢

引き下げへの対応に関する研修会」を開催し、

県立高等学校等の教員92人が参加しました。

本研修会は、民法改正による成年年齢引き下

げに伴い、指導上特に留意すべき事項に理解

を深めること、副教材の活用等に関する研究

協議等を通じて、政治的教養を育む教育及び

消費者教育における実践的な活動の充実に資

することを目的に開催しています。

研修会では、下記の３項目について説明を

行いました。

①公職選挙法上の留意点等について

（県選挙管理委員会）

②政治的教養を育む教育及び消費者教育

の充実に向けて（高等学校教育課）

③学校における消費者教育等の留意点に

ついて

（弁護士法人ユナイテッド法律事務所

江花 史郎 弁護士）

その後、グループに分かれ、各校での政治

的教養を育む教育及び消費者教育の効果的な

推進について、研究協議を行いました。

改正民法は、令和４年４月１日に施行され

る予定です。選挙に関する留意事項に加えて、

生徒が法に違反することや、被害にあうこと

を防ぐため、契約の重要性や消費者保護につ

いても、指導を充実してまいります。
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教職員は、常に高い倫理観や使命感をもち、

児童生徒の人格形成を支援するという重大か

つ崇高な責務を抱えています。

各学校に対しては、事故防止と服務規律の

確保に努め、全職員体制で非違行為の根絶に

向けた取組をお願いしています。しかし、依

然として教職員の不祥事は後を絶たず、学校

教育に対する県民からの信頼が損なわれかね

ない状況にあります。

本号では、昨年度の教職員事故と非違行為

について報告します。各学校では、具体例を

参考として、教職員が一丸となって非違行為

の防止に取り組んでもらいたいと思います。

表１ 教職員事故の件数 (各年度内報告件数)

義務教育諸学校 県立高等学校等

年 度 30年度 29年度 30年度 29年度

被害事故 9 4 34 50

加害事故 15 10 41 60

交通事故 飲酒運転 1 1 0 1

速度超過 1 2 2 4

自損・物損等 34 15 3 5

負傷事故(交通事故以外) 81 78 22 31

非違行為(交通事故以外) 1 3 7 6

病気等の死亡 9 5 1 2

その他 0 0 0 0

総 計 151 118 110 159

※表１の教職員事故件数には、県立学校の事務職員等による事故
件数も含まれる。

１ 義務教育諸学校

義務教育諸学校(公立特別支援学校を含み、

新潟市立学校を除く。)における教職員の事故

の総数は151件で、前年度より33件増加しまし

た。増加したのは交通事故で、特に１学期に

多くの事故が発生しました。懲戒処分件数は

４件で、前年度より３件減少しましたが、飲

酒運転で免職処分事案が発生しています。

今後も危機感をもち、非違行為根絶の取組

を強化するとともに、教職員の不注意による

事故防止への意識を一層高めていく必要があ

ります。

２ 県立高等学校等

県立高等学校（中等教育学校を含む。）にお

ける教職員事故の総数は110件で、前年度より

49件減少しました。交通事故による懲戒処分

件数は３件で、前年度より２件増加しました。

事故の総数は前年度より減少したとはいえ、

重傷交通加害事故を含み、多くの事故が発生

しています。

県民からの信頼を大きく損なうことがない

よう、教職員一人一人がこうした状況を自分

のこととして受け止め、全教職員で事故防止、

非違行為の根絶に向けた取組を行っていく必

要があります。

表２ 各年度の教職員の交通事故処分件数

義務教育諸学校 県立高等学校等

年 度 30年度 29年度 30年度 29年度

加害事故 １ ０ ３ １

飲酒運転 １ １ ０ １

速度超過 １ ２ １ １

その他 ０ ０ ０ ０

総 計 ３ ３ ４ ３

※年度内に発生した事故であっても処分が翌年度になる場合もあり、文中や

表１の事故発生件数と表２の処分件数が一致しない場合がある。

１ 飲酒運転の根絶

飲酒運転は、教育への信頼を損なうだけで

なく、その社会的責任が極めて大きい違法行

為です。また、人の生命にかかわる重大事故

に結び付く、極めて悪質かつ危険な行為です。

県教育委員会は、飲酒運転を行った教職員

に対しては、「酒酔い」「酒気帯び」の別や事

故の有無にかかわらず、原則として「免職」、

(2) いじめ見逃しゼロ県民運動 私たちはいじめを見逃しません 第834号 令和元年７月１日
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同乗した教職員や飲酒を勧めた教職員も「免

職」又は「停職」という厳しい処分で臨んで

います。

昨年度も、飲酒運転が義務教育諸学校で発

生したことは、慚愧に堪えません。教職員一

人一人が行為の重大性を厳しく認識するとと

もに、自校から飲酒運転を出さないための取

組が各学校に求められます。

２ 速度超過違反の防止

速度超過違反は、死亡事故や重大事故を引

き起こす極めて危険な行為です。30km／h（高速

道40km／h）以上速度超過の運転は、危険度の高

い悪質な違法行為として道路交通法で罰金な

どの刑事罰が科せられるとともに、行政処分

として運転免許の停止処分を受けることにな

ります。

県教育委員会では、このような速度超過違

反を懲戒処分の対象としており、昨年度は義

務教育諸学校で１件、県立高等学校等で１件、

合計２件の事案で懲戒処分を行いました。週

末の夜、自宅に帰る途中、出発が遅くなった

ためついスピードを出してしまった。朝、出

張のため不慣れな道路であわててしまったと

いう事案がありました。

児童生徒の交通安全教育に携わる教職員は、

自らが率先して交通法規を守り、交通事故防

止に努めなければなりません。速度超過違反

は一人一人の心掛けでゼロにできます。ハン

ドルを握る際は、常に心と時間にゆとりをも

ち、制限速度を遵守することが大切です。

３ 交通加害事故の防止

相手方に重傷(全治30日以上)を負わせ、懲

戒処分となった加害事故が義務教育諸学校と

県立高等学校等合わせて４件発生しました。

交通加害事故の多くは、一時不停止やわき

見運転、前方不注意など、運転に集中してい

れば防ぐことができるケースがほとんどです。

発生場所はその多くが交差点となっています。

交差点では楽観的な予測に基づく「だろう」

運転ではなく、危機意識をもった「かもしれ

ない」運転を心掛け、確実な一時停止と入念

な左右確認を行い、事故を起こさない安全走

行に努めることが大切です。

万一、加害事故を起こした場合は、被害者

への救急措置に全力で当たり、警察への届出

を行うなど、運転者や同乗者としての当然の

義務を果たすとともに、被害者や家族への誠

意ある初期対応が求められます。また、損害

賠償等事故後の措置についても、丁寧かつ誠

実な対応が求められます。

交通加害事故は、刑法により懲役、禁錮又

は罰金刑を科せられる場合もあることを自覚

し、十分な安全確認と慎重な運転を行い、事故

防止に努めてもらいたいと思います。

平成30年度に処分された非違行為の件数(交

通事故を除く。)は表３のとおりです。以下、

主な非違行為の事例等を紹介するとともに、

その行為に係る問題の所在と今後の対策につ

いて考えてみます。

表３ 各年度の教職員の非違行為処分件数(交通事故以外)

義務教育諸学校 県立高等学校等

年 度 30年度 29年度 30年度 29年度

窃盗・横領 １ ２ ０ ０

著作権法違反 ０ ０ ０ ０

体罰・暴力行為 ０ １ １ １

性非行・セクハラ ０ １ １ １

情報紛失・流出 ０ ０ ０ ０

管理監督責任 ０ ０ ０ ０

その他 ０ ０ ５ １

総 計 １ ４ ７ ３

※年度内に発生した事故であっても処分が翌年度になる場合もあり、文中や
表１の事故発生件数と表３の処分件数が一致しない場合がある。

１ 体罰・暴力行為の防止

前年度に引き続き、平成30年度も体罰実態

把握に係るアンケート調査を実施しました。

調査の結果、全校種合わせて91件(前年度は70

件)の報告がありました。そのうち、体罰と判

断されるものが６件、体罰には該当しないも

のの、不適切な指導が29件ありました。報告

件数が増加するなど、依然として体罰がなく

ならないことを県教育委員会として重く受け

止め、厳正に対処するとともに、根絶に向け
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た取組を一層強化してまいります。

調査結果の内容は、体罰と判断されたもの

が義務教育諸学校で１件、県立高等学校及び

中等教育学校で５件。事故発生時に教職員自

らが管理職に申告するなどし、訓戒等の処分

済みの事案がほとんどですが、児童生徒、保

護者、教職員からの当該アンケート調査によ

って、はじめて明らかになった事案もありま

した。また体罰に当たらないまでも、指導の

過程で何らかの有形力が行使されたり、身体

的な苦痛は伴わないが不適切な指導が義務教

育諸学校で21件、県立高等学校及び中等教育

学校で、８件報告されています。この中には、

教職員による児童生徒の心を傷つけることに

つながるような軽はずみな発言や暴言などで、

精神的な苦痛を与えている事案もあります。

また、経験年数が多い教諭による有形力の

行使、児童生徒の心を傷つけるような言葉の

暴力が依然として見受けられます。体罰は違

法であり、児童生徒への指導として決して許

されるものではありません。体罰による被害

が軽微であっても、基本的人権の尊重の観点

から容認されません。近年、体罰に関する県

民感情は一段と厳しくなっていることを認識

する必要があります。

【事例１】

児童生徒が差別的な言動をしたと思い、児

童の頬を平手で叩いた。

【事例２】

授業中に机に突っ伏していた生徒の右肩を

プリントの束で叩いた。

＜問題の所在＞

(1) 学級の課題として人権教育に取り組み、

繰り返し指導している中で、児童生徒の差

別的な言動に冷静さを失ってしまい、体罰

を行った。

(2) 児童生徒の特性を理解していながらも、

児童生徒の言動に感情的になり、児童生徒

や保護者の心情に思いを巡らせなかった。

(3) 日頃から指導に従わない児童生徒に対し

ては、他の教員と協力して指導すべきとこ

ろを、自分一人で指導しようとしたため、

判断を誤り、体罰に及んでしまった。

＜今後の対策＞

(1) 管理職は、児童生徒に威圧的な態度や粗

暴な言動が見られるなど体罰の前兆が見受

けられる教職員、精神的なゆとりやおおら

かさを失っている教職員に対して、時機を

失することなく声かけを行い、態度や言動

に対して具体的な指導を行う。

(2) 教職員は、児童生徒の人権を尊重した教

育を推進する立場にあることを常に忘れず

に適切な指導を心掛け、体罰は児童生徒の

人権を著しく損ねることを自覚する。

(3) 教職員は、平成25年３月13日付けで文部

科学省から発出された「体罰の禁止及び児

童生徒理解に基づく指導の徹底について（通

知）」等を参照し、どの行為が体罰に当たる

かについて正しく理解し、「場合によっては

体罰もやむを得ない」などといった誤った

認識をもたない。

(4) 日頃から教職員全体で児童生徒の情報交

換を行い、問題行動等に対して学校全体で

当たる生徒指導体制づくりに努める。

(5) 行き過ぎた不適切な指導が行われていな

いかを、学年部や教科部の職員同士で、ま

た、部活動顧問が活動場所単位で日常的に

点検できる体制を、管理職が整備する。

２ 個人情報紛失・情報漏えい等の防止

平成30年度に、通知表の誤送付を含む個人

情報の紛失・漏えいが、義務教育諸学校と高

等学校合わせて13件発生しました。平成29年

度は 17件で、４件減少しました。

【事例３】

児童等の個人情報を保存したUSBを、自宅

で作業するため校外に持ち出し紛失させ

た。

【事例４】

会計決算報告書を保護者宛に郵送する際、

文書の宛名と封筒の宛先の確認を怠り、

誤って他の生徒の会計決算報告書を複数

の保護者に送付した。
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＜問題の所在＞

(1) 学校で定めている個人情報管理規程の遵

守が徹底されていない。

(2) 児童生徒や保護者の個人情報の重要性に

対する意識が希薄であり、その取扱い及び

管理方法が不十分である。

＜今後の対策＞

(1) 管理職は、個人情報の取扱いに関する校

内規定の見直しを図るとともに、教職員が

個人情報の管理を確実に実行できる具体的

な取組を行う。

(2) 教職員は、個人情報を扱う際には、常に

複数で対応する等、危機管理意識を高める。

特に答案の紛失やメールアドレスの流出な

どの事故を起こさないよう十分注意する。

※ 校務に使用するパソコンには、公用・私用の

別に関わらず、情報流出の危険性のあるソフト

を決してインストールしないこと。

また、ウイルス対策ソフトをインストールす

るとともに、その更新を確実に行うこと。

※ 管理職の許可を得て個人情報を持ち出すとき

の手続き、元に戻したときの報告の手順等を、

全職員で確認すること。

３ 性非行・ハラスメント等の防止

性非行は、教職員としての基本的な資質に

欠ける重大な非違行為であり、被害者に深い

心の傷を残します。また、ハラスメントは働

く人の個人としての尊厳を傷つける社会的に

許されない行為です。懲戒処分の基準では、

強制わいせつ行為を行った教職員は「免職」

又は「停職」であり、特に児童生徒に対して

わいせつ行為を行った教職員は「免職」とさ

れます。昨年度は、義務教育諸学校では処分

した事例はありませんでしたが、高等学校で

複数の女子生徒の顔や頭部、手に触れるなど

して生徒に不快な思いをさせたスクールセク

ハラに該当する事案がありました。以下の点

を十分に理解し、今後も新たな性非行等が発

生しないよう取り組んでもらいたいと思いま

す。

＜性非行発生の背景＞

(1) 盗撮やつきまとい行為といった、女性を

単なる性的な対象として扱い、規範意識と

倫理観に欠けている。

(2) 生徒とSNS等で連絡を取り合う中で、適切

な距離感を保てなくなり、不適切な関係と

なってしまった。

＜発生防止への留意点＞

(1) 性非行は、教育に対する信頼を根底から

失わせるとともに、児童生徒の人格形成に

多大な悪影響を与える行為であり、絶対に

許されるものではないことを一人一人の教

職員が十分に自覚する。

(2) ハラスメント等の防止について、所属長

をはじめとする教職員一人一人が問題意識

をもち、ハラスメントの防止に努める。

(3) 平成29年４月に県教育委員会が作成した

「ハラスメントの防止及び対応について」

を活用し、所属におけるハラスメントの防

止や問題が生じた場合の対応等について確

認する。特に、マタニティーハラスメント

に関しての理解を深め、防止に向けて意識

を高める。

学校教育は、児童生徒、保護者、地域との

信頼関係のもとに成り立っています。その信

頼は、教職員一人一人の不断の努力により築

かれるものです。しかし、教職員の非違行為

は今までの努力を一瞬にして無とし、培って

きた信頼を根底から失わせるものです。一度

損なった信頼関係を回復するには、多大な労

力と時間を要します。

また、管理職においては、これまで取り組

んできた業務の効率化を図ることにより、教

職員の多忙化解消に努めるとともに、適切な

助言等を行い、教職員のやりがいを高めなが

ら、開かれた職場環境づくりに取り組んでも

らいたいと思います。

県教育委員会は、引き続き、教職員の心身

の健康が保たれるよう支援してまいります。
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「大学等における修学の支援に関する法律」

が国会で成立しました。

この法律に基づく新制度は、授業料等減免

と給付型奨学金の二本柱で、給付型奨学金の

対象や金額が拡大されます。

本号では新制度の内容について紹介します。

本制度は、しっかりとした進路への意識や

進学意欲があれば、家庭の経済状況にかかわ

らず、大学や専門学校等へ進学できる機会を

確保することを目的としています。

１ 制度について

⑴ 対象となる学校種

大学・短期大学・高等専門学校・専門学校

⑵ 支援の対象となる方

○家計の経済状況に関する要件

住民税非課税世帯、又はそれに準ずる

世帯であること

○学業成績・学修意欲に関する要件

・次のいずれかに該当すること

➀申込時の成績評定平均値が3.5以上で

あること

➁高校等による面談やレポート等により

学修意欲等が認められること

２ 授業料等減免について

授業料等減免は、各大学等が、以下の上限

額まで授業料等の減免を実施します。

【授業料等減免の上限額（年額）非課税世帯の場合】

入学金 授業料 入学金 授業料
大学 約28万円 約54万円 約26万円 約70万円

短期大学 約17万円 約39万円 約25万円 約62万円
高等専門学校 約8万円 約23万円 約13万円 約70万円
専門学校 約7万円 約17万円 約16万円 約59万円

国公立 私立

３ 給付型奨学金について

給付型奨学金は、日本学生支援機構が各学

生に支給します。

【給付型奨学金の給付額（年額）非課税世帯の場合】

４ 減免額、給付額の考え方

非課税世帯に準ずる世帯の方は、非課税世

帯の方の2/3又は1/3の支援額となります。

【減免額、給付額の考え方】

５ 募集時期について

給付型奨学金の募集は６月から始まってい

ます。日本学生支援機構が定める推薦期限は

８月上旬（諸事情により期限に間に合わない

場合は９月中旬まで）となっています。

新制度が整うことで、今まで経済的な事情

で進学を断念していた生徒に学びの機会が広

がります。県教育委員会も経済的支援を必要

とする生徒が本制度を活用できるように、周

知活動等に取り組んでいきます。

各学校においても、生徒や保護者と対話を

重ねながら、一人一人に寄り添った進路指導

をよろしくお願いいたします。

自宅生 自宅外生
国公立
（大学・短大・専門学校）

約35万円 約80万円

私立
（大学・短大・専門学校）

約46万円 約91万円

※高等専門学校の学生については、学生生活費の実態に
応じて、大学生の５割～７割程度の額が措置されます。

1/3
1/3

給付型奨学金

授業料等減免

2/3

2/3

年収目安 約270万円
（非課税）

約300万円 約380万円

※年収は、４人世帯の目安です。
基準を満たす世帯年収は家族構成により
異なります。
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子どもたちが意欲的に読書に親しみ、読書

習慣を身に付けることができるよう、県教育

委員会では、読書に関するコンクールをはじ

め、子ども読書活動の推進に携わる方の研修

など、様々な取組を進めています。

本号では、今年度の主な取組について御紹

介します。

子どもが読書

習慣を身に付け、

また、表現する

楽しさを実感し

てもらうため、

本を読んで感動

したこと・印象

に残ったことを

絵と文で伝える

コンクールを開

催します。

昨年度は533作

品の応募があり

ました。

募集部門 ①園児～小学校３年生

②小学校４～６年生

③親子

募集期間 ７月22日（月）～９月13日（金）

※応募方法等の詳細は学校にお知らせします。

学校及び公立図書館・地域等で子ども読書

活動の推進に携わる方の資質向上とネットワ

ーク構築を図る研修会を県内５地区・各２回

（計10回）実施します。

【会場】 上越（上越市）

中越（三条市・刈羽村）

下越（五泉市・佐渡市）

【平成30年度 知事賞】

内容 講演、ワークショップ、実技演習等

対象 教職員、図書館司書、行政担当者、

地域の読書ボランティア等

※詳細は県のホームページを御覧ください。

小学生から、

中学生、高校

生と進むにつ

れて「不読率」

（１か月に１

冊も本を読ま

ない人の割合）

が高くなって

いくことから、読書に関心を持ち、読書を楽

しむきっかけづくりとして、中高生による同

世代への推奨本の紹介ＰＯＰ（商品等を分か

りやすく紹介する広告）を募集します。

優秀作品は、ＰＯＰやポスターとして学校

や公立図書館、書店等に展示します。

実施初年度である平成30年度は675作品の応

募がありました。

応募資格 県内中高生（特別支援学校、義

務教育学校７～９年生、中等教

育学校含む）

募集部門 ①中学生

②高校生

募集期間 ７月22日（月）～９月20日（金）

※応募方法等の詳細は学校にお知らせします。

このほか、小学校、読書ボランティア団体、

放課後児童クラブ、児童館、特別支援学校等

を対象に、子ども読書推奨本貸出も行ってお

ります。どうぞ御活用ください。

子どもに読書の楽しさ、大切さを伝える取

組に御協力をお願いします。

【平成30年度 最優秀賞】
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現在「いきいき県民カレッジ」では「成果

活用促進」事業の実施機関を募集しています。

多くの学校等から実施機関への登録をお願い

いたします。

いきいき県民カレッジ（以下カレッジ）と

は、知事を学長とし、生涯学習社会の推進に

向けて「いつでも、どこでも、自分の希望す

るものを学びたい」という県民の要望に応え

ることを目的に実施している事業です。県や

市町村、大学・短期大学、高等学校、専門学

校、各種学校等さまざまな機関が実施してい

る講座が登録されており、平成30年度は全3,9

95講座で合計165,853名の方が学びました。講

座内容は新潟地域学からスポーツ・健康に至

るまで多岐にわたります。

また、年間２回（４月、10月）「カレッジ・

講座一覧/入学案内」を発行し、高等学校をは

じめ県内高等教育機関や、県内各施設へ配布

しています。

【カレッジ講座一覧】

１ 循環型生涯学習社会の実現に向けて

平成29年度から従来のカレッジ事業に加え、

県民がカレッジ等で学んだ知識や技能を学校

や地域で生かす取組を支援する「成果活用促

進」事業を開始しました。以下、従来の「カ

レッジ」と「成果活用促進」事業を比較して

説明します。

(1) 従来のカレッジ＝「学び」主体

県民の「学び」の励みになるように「受講

手帳」を配布しています。そこに講座を受講

したことによって得られるスタンプやシール

をためることにより、学長（県知事）から奨

励証が授与されます。

【学長賞授与の様子】

【受講手帳】

(2) 「成果活用促進」＝「学び」＋「活躍」

「学び」の成果（知識や技能）を学校や地

域で生かし、活躍できる取組の支援を行うの

が「成果活用促進」事業です。具体的には、

今までの「受講手帳」とは別の「活用手帳」

を作成し、学びの成果を生かす活動の記録と、

単位認定及び奨励証の交付を行います。

【活用手帳】 【奨励証】

２ 単位認定活動の対象例

具体的には下記のような活動が認定されて

います。

(8) いじめ見逃しゼロ県民運動 私たちはいじめを見逃しません 第834号 令和元年７月１日
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ア 学校支援活動（ゲストティーチャー・外

部講師等としての学校教育活動支援及びそ

れに準ずる活動）

イ 教育委員会が主催する事業における活動

（放課後子供教室、土曜学習、地域未来塾

及びこれらに準ずる活動）

ウ 公民館・コミュニティセンター・児童館

・青少年教育施設等が実施する事業におけ

る活動（学習講座や研修等の講師や運営ス

タッフ及びこれらに準ずる活動）

エ 県立生涯学習推進センターが主催する事

業における活動（ボランティアスタッフ及

びこれらに準ずる活動）

オ 県立・市町村立図書館が実施する事業に

おける活動（読み聞かせボランティア及び

これらに準ずる活動）

３ 「成果活用促進」事業での単位認定から

奨励証授与までの流れ

① 実施機関（学校や公民館等）で授

業や講座等の活動を支援する。

↓

② 活動終了後、活動を依頼した実施

機関の担当者がスタンプを押印す

る。１時間で１単位取得。

↓

③ 活用手帳のスタンプがたまったら

奨励証をカレッジ本部へ申請する。

なお、活用手帳への押印に有効期

限はありません。

鳥屋野潟賞（25単位）

笹川流れ賞（50単位）

美雪賞（100単位）

信濃川賞（150単位）

翡翠賞（200単位）

学長賞（250単位）

↓

④ 奨励証の交付

１．実施機関を募集しています

成果活用の単位の認定は、「成果活用促進」

事業に参加を希望した教育委員会、学校、公

民館、図書館等の公共機関等（以下、実施機

関）が行います。

新潟県立生涯学習推進センターでは、現在、

実施機関になっていただける学校等を大募集

しています。

いきいき県民カレッジ「成果活用促進」参

加申込書に、成果活用の対象活動・事業名等

を記入し、各地区教育事務所社会教育課また

は新潟県立生涯学習推進センターにお申込み

ください。

【申込先・問合せ先】

○上越市 妙高市 糸魚川市

にある幼・小・中・特別支援学校等

⇒上越教育事務所 社会教育課

E-mail:ngt501010@pref.niigata.lg.jp

TEL :025-526-9377

FAX :025-523-7542

○長岡市 三条市 柏崎市 小千谷市

加茂市 十日町市 見附市 燕市

魚沼市 南魚沼市 弥彦村 田上町

出雲崎町 湯沢町 津南町 刈羽村

にある幼・小・中・特別支援学校等

⇒中越教育事務所社会教育課

E-mail:ngt501020@pref.niigata.lg.jp

TEL :0258-38-2652

FAX :0258-38-2682
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○新発田市 村上市 五泉市 阿賀野市

佐渡市 胎内市 聖籠町 阿賀町

関川村 粟島浦村

にある幼・小・中・特別支援学校等

⇒下越教育事務所社会教育課

E-mail:ngt501030@pref.niigata.lg.jp

TEL :0254-27-9158

FAX :0254-27-9161

○新潟市にある幼・小・中・特別支援学校

及び全県の高等学校等 他

⇒新潟県立生涯学習推進センター

E-mail:nlpc@mail.lalanet.gr.jp

TEL :025-284-6110

FAX :025-284-6019

２．申し込み後の流れ

上記教育事務所社会教育課等へ申込みいた

だいた実施機関には、内容を確認次第、いき

いき県民カレッジ事務局から「活用手帳」、ス

タンプ、シールをお送りします。実施機関の

担当者は、その日の活動終了後に活動をされ

ていた方の｢活用手帳｣に押印してください（た

だし、単位認定希望者のみ）。そのほか、実施

機関には年度末に１回、「活用手帳」の実際の

配布冊数の報告をお願いします。

３．奨励証の申請から交付まで

「活用手帳」で所定の単位を取得すると、

奨励証の申請ができます。「活用手帳」にある

申請書に必要事項を記入の上、「活用手帳」を

いきいき県民カレッジ本部宛てに送ってくだ

さい。実施機関を通して、まとめて送っても、

個人で直接送っていただいても構いません。

後日、本部から郵送にて奨励証をお届けしま

す。

４．平成30年度実施機関

「成果活用促進」事業は、平成29年度の11

月末から実施機関を公募し、昨年度は78機関

から参加していただきました。今後さらに実

施機関を増やすべく広報していく予定です。

（平成30年度参加実施機関の対象活動等）

教育委員会…週末体験くらぶ

放課後子ども教室

学校支援者派遣事業 等

図 書 館…読み聞かせボランティア

公 民 館…市民大学講座

成人教育講座

家庭教育講座

各種講座のアシスタントスタ

ッフ

小・中学校…授業のゲストティーチャー

読み聞かせ講師

総合的な学習の時間の指導

課外活動指導

地域へのボランティア

「成果活用促進」事業の主なねらいは、下

の２つです。

① 生涯学び活躍できる循環型生涯学習社会

の実現。

② 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学

校づくりの推進。

「活用手帳」を使って、学校と地域の方々

のコミュニケーション（つながり）を促進す

るとともに、参加される地域の方々自身の更

なる学びへの関心・意欲の向上も期待されま

す。地域の方々が持っておられる「学び」の

成果を、学校を通じて、子ども・家庭・地域

へ還元していくために、是非多くの学校から

の実施機関としての参加をお願いいたします。

【カレッジマスコット まなみん】
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●県立近代美術館 （長岡市）

９月14日(土) リニューアルオープン！

《再開館後の主なスケジュール》
【コレクション展】
■第１期 9月14日(土)～12月8日(日)
〔展示室 1･2〕国民文化祭関連展示
新潟の美術 小特集 横山操

〔展示室3〕 近代美術館の名品

国民文化祭に関連し
て横山操をはじめ、新
潟県出身作家の作品や
人気の高い作品を選り
すぐって展示します。

岸田 劉生《冬枯れの道路 原宿附近写生》 1916年
（「近代美術館の名品」より）

【企画展】
■10月12日(土)～11月24日(日)

ＰＩＸＡＲ(ピクサー)のひみつ展
いのちを生みだすサイエンス

ＰＩＸＡＲアニメーショ
ンを支える科学について学
べるハンズオン展示です。
モデリングやリギング、ア
ニメーションといった専門
的な知識や技術を、『トイ
・ストーリー』や『ファイ
ンディング・ニモ』などＰ
ＩＸＡＲアニメーションの
人気キャラクターを使って
体験することができます。

「PIXARのひみつ展」はボストンサイエンスミュージアムがPIXA

Rとの協力により開発したものです。

© Disney/Pixar. All Rights Reserved. Used Under Authorizat

ion.

《教育普及プログラム》
県立近代美術館では学校向けの教育普及プログラム

を用意しています。
詳細は当館ホームページでご確認ください。

県立近代美術館
住所 長岡市千秋３丁目278-14
TEL 0258-28-4111
URL https://kinbi.pref.niigata.lg.jp/

●県立万代島美術館（新潟市）
企画展「MOE 40th Anniversary
人気絵本のひみつ展 島田ゆか 酒井駒子

ヒグチユウコ ヨシタケシンスケ なかやみわ」

©YUKA SHIMADA/OJIGI BUNNY INC./KOMAKO SAKAI/

YUKO HIGUCHI/SHINSUKE YOSHITAKE/MIWA NAKAYA/

HAKUSENSHA

国内外の絵本作家・児童書作家と信頼を築き、絵
本に関する最新情報を幅広い世代に向けて発信して
きた月刊雑誌『MOE（モエ）』。その前身である『絵本
とおはなし』の創刊から数えて40周年を記念し、5人
の人気作家―島田ゆか、酒井駒子、ヒグチユウコ、
ヨシタケシンスケ、なかやみわ―による絵本原画展
を開催します。
子どもたちだけでなく大人からも支持される5人の

貴重な絵本原画約200点を一堂に展示するほか、スケ
ッチやダミー本、設定資料など絵本制作に関わる資
料や大切にしているゆかりの品々も展示。また、自
身の絵本体験や作品作りへの想いなどを語った作家
の言葉を紹介し、作風も経歴も異なる5人の作家それ
ぞれの魅力と世界観に迫ります。

○会 期 ７月13日(土)～９月23日(月・祝)
○休 館 日 ７月22日(月)、８月５日(月)、

８月19日(月)、９月９日(月)
○開館時間 午前10時～午後６時

(観覧券の販売は午後５時30分まで)
○観 覧 料 一般1,100円(900円)

高校・大学生900円(700円)
中学生以下無料

※（ ）内は有料20名以上の団体料金です。
※障害者手帳、療育手帳をお持ちの方は観覧料が
免除になります。受付で御提示ください。

【関連イベント】
◆島田ゆかサイン会
○日 時 ７月20日(土)

午後１時～／午後３時30分～
(各回50名様)

○会 場 万代島美術館ロビー
○その他 要整理券。当日、美術館ミュージアムショッ

プにて対象書籍『ぶーちゃんとおにいちゃ
ん』またはポストカードセットを購入の方
に10時から整理券を配布します。サインは
お一人様１冊まで

７月12日（金）まで展示替えのため休館します。

県立万代島美術館
住所 新潟市中央区万代島５-１ 朱鷺メッセ内
TEL 025-290-6655 万代島ビル５階
URL https://banbi.pref.niigata.lg.jp/



●県埋蔵文化財センター（新潟市）
県埋蔵文化財センター講演会

第４回「蔵王遺跡出土木製品が語るもの」
を開催します

【佐渡市蔵王遺跡の木製威儀具・祭祀具】

企画展「佐渡の王－蔵王遺跡－」関連講演会。蔵王
遺跡からは様々な木製品が見つかっています。その内
容は、ただ蔵王遺跡のみではなく、初期ヤマト王権に
連なる日本列島各地の豪族居館に共通した要素が見ら
れます。その特徴を具体的に探ります。
○期 日 ７月７日(日)
○時 間 午後１時50分～午後３時20分
○会 場 県埋蔵文化財センター
○講 師 樋上 昇氏（愛知県埋蔵文化財センター）
○定 員 80名（当日定員になり次第締切）
○参加費 無料
○申 込 不要（手話通訳・要約筆記が必要な方は

１か月前までにご連絡をお願いします）

親子考古学教室「縄文土器や石器の観察
と土器作り体験」を開催します

親子で考古学を
学ぶ教室です。本
物の縄文土器を持っ
てスケッチし、オー
ブン陶土を用いた
土器作りを体験し
ます。作った土器
はそのままお持ち
帰りいただけます。

【親子で土器作り】

○期 日 ７月28日(日)
○時 間 午前の部９時～12時

午後の部１時30分～４時30分
○参加費 無料
○対 象 小学４～６年生とその保護者
○定 員 午前午後とも各15組30名
○申 込 電話・FAX・メールで７月26日(金)までにお

申し込みください（定員になり次第締切）。

県埋蔵文化財センターでは学校向けの教育支援プロ
グラムを用意しています。詳しくは下記ホームページ
を御覧ください。

新潟県埋蔵文化財センター
住所 新潟市秋葉区金津93番地１
TEL 0250-25-3981
E-mail niigata@maibun.net
URL http://www.maibun.net

まいぶんちゃん

(12) いじめ見逃しゼロ県民運動 私たちはいじめを見逃しません 第834号 令和元年７月１日

●文化行政課 世界遺産登録推進室
【世界遺産連続講座（第１回）】
「世界に誇る佐渡金銀山絵巻」を開催し
ます
世界遺産登録を目指す佐渡金銀山について、そ

の歴史・文化に関する調査成果を紹介します。

〇期 日 ８月４日(日)
○時 間 午後１時30分～３時
○会 場 ほんぽーと 新潟市立中央図書館

多目的ホール
(新潟市中央区明石２－１－10)

○参加費 無料
○講 師 渡部 浩二(県立歴史博物館)
○定 員 100名 要事前申込み

(お申し込みは下記へお電話ください。)

【道遊の割戸】

新潟県教育庁文化行政課世界遺産登録推進室
住所 新潟市中央区新光町４－１
TEL 025-280-5726
https://www.sado-goldmine.jp/



●第29回全国産業教育フェア新潟大会

農業、工業、商業、水産、家庭、看護、福祉、情報
などの専門学科で学んでいる全国の高校生が新潟県に
一堂に会し、専門高校等における特色ある教育活動の
成果と魅力を発信する「第29回全国産業教育フェア新
潟大会」を開催します。

○期 日 10月26日（土）、27日（日）
○会 場 朱鷺メッセ、アオーレ長岡、

新潟市食育・花育センター
○主なイベント
全国の専門高校等の作品展示、体験・実演コーナー、
全国高校生デパート、ファッションショー、
高校生カフェ、キッズビジネスタウン、
実習船見学 など

【各種競技の全国大会】
フラワーアレンジメントコンテスト、
ロボット競技大会、介護技術コンテスト、
ツアープランニングコンテスト、
クッキングコンテスト、
プログラミングコンテスト

入場は無料です。ぜひご家族そろってお越しいただ
き、高校生の活躍を御覧ください。参加型のイベント
もあります。多くの方のご来場をお待ちしています。

★詳しくは、大会ホームページを御覧ください。
https://www.sanfair2019.nein.ed.jp/

新潟県教育庁高等学校教育課指導第２係
TEL 025-280-5612

第834号 令和元年７月１日 新潟県は一人一人を伸ばす教育を推進しています (13)

※ PDFファイルでご覧の方は、下線部（Web
ページﾞアドレス）をクリックすると、直
接該当Web ページにジャンプしますので
御活用ください。

※県ホームページからバックナンバーも御覧
いただけます。「新潟県 教育月報」で検索
してください。

発行所 新潟県教育庁総務課
所在地 〒950-8570

新潟市中央区新光町４番地１
電 話 025-280-5587 ＦＡＸ 025-285-3766
E-mail ngt500010@pref.niigata.lg.jp
Web版URL http://www.pref.niigata.lg.jp/kyoikusomu/
**本紙に関する御意見がありましたら、お寄せください**
＜無断転載を禁ず＞


